
今年4月から高齢期の経済基盤の充実を
目的とした年金制度改革がスタートしまし
た。昨年4月には改正高年齢者雇用安定法
が施行され、70歳までの就業機会確保が企
業に努力義務化されるなど、高齢期の職業
生活を巡るさまざまな社会的環境が変わりつ
つあります。
高齢者雇用の新

たな政策局面は、
言うまでもなく70
歳まで働き続けら
れる環境の整備です。しかし、その前段で
ある60代前半の雇用環境も大きく変化して
いきます。
この4月から在職老齢年金における年金
支給停止基準が60代後半の基準と同じ「47
万円」となりました。しかし、特別支給の老
齢厚生年金は、男性が2025年、女性が2030
年に終了することから、それほど遠くない将
来、60代前半の在職老齢年金はなくなります。
また、多くの企業で導入している65歳まで
の継続雇用制度も2025年までには希望者全
員が65歳以上までとなります。このため、雇
用保険の高年齢雇用継続給付金もその役割
を終えたとして、2025年度に60歳に到達する

人から給付率を半減させ、その後、段階的
に縮小・廃止する予定になっています。
このようにみてくると、60代前半の雇用は
年金や雇用保険の給付金などが関係する特
別な雇用期間ではなくなっていきます。
高齢従業員を定年年齢でいったんリセッ

トし、嘱託等の非正規雇用に切り替える再雇
用による継続雇用制度は、賃金体系を大幅
に見直す必要もなく、また企業の実情に合っ
た労働条件を設定できることから多くの企業

で活用されていま
す。
しかし、同一労
働同一賃金の法制

化で、今後は通常の労働者の待遇との間で
不合理と認められる相違を設けることはでき
ません。賃金格差について不合理性を否定
する方向で働くと思われる年金の受給も60代
前半はなくなっていきます。
このように60歳未満と60代前半とで分離さ
せた人事管理を行う合理性が失われていく
なかで、改めて職務
に対する公正な対価
を問い直し、高年齢
者の処遇等について
再考することが求め
られてくるのではな
いでしょうか。

2022

高齢者の処遇は再考の時期に

職務に対する公正な対価を
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労使間トラブルが企業内で自主的に解決さ
れない場合、労使当事者は都道府県労働局
に紛争解決の援助を求めることができます。
パート・有期雇用労働者に関しては雇用環境・
均等部（室）で、派遣労働者に関しては職業
安定部・需給調整事業部で、それぞれ紛争解
決援助制度や行政指導について説明を受けま
す。紛争の内容によってはこの段階で、パー
ト・有期労働法や労働者派遣法に基づいて、
都道府県労働局長が行政指導を行うこともあ
ります。
次に、当該待遇に関する紛争が紛争解決援
助の対象である場合、簡便な手続きで迅速な
解決を求めるのであれば、都道府県労働局長
による助言・指導・勧告へ、公正・中立性の
高い第三者機関に援助を求めるのであれば、
調停会議による調停へ移行することになりま
す。この選択は当事者の希望に応じて行われ
ます。
まず、都道府県労働局長による助言・指導・
勧告への申立ては、文書・電話でも可能とさ
れています。援助は、申立者、被申立者に対
する事情聴取（必要に応じて第三者に対する
事情聴取を行うこともあります）を行い、紛
争解決に必要な助言・指導・勧告を具体的な
解決策として提示します。もっとも、当事者
がこれに従うことを強制されるものではあり
ませんので、当事者双方が解決策を受け入れ

れば解決となり、当事者双方の歩み寄りが困
難な場合には打ち切りとなります。
次に調停会議による調停ですが、当事者か

ら調停の申請があり、都道府県労働局長が必
要と認めたときに紛争調整委員会による調停
が行われます。調停委員会は、パート・有期
雇用労働者の待遇に関する事案の場合には均
衡待遇調停会議、派遣労働者の待遇に関する
事案の場合には派遣労働者待遇調停会議と呼
ばれ、弁護士や大学教授、社会保険労務士な
どの専門家で構成されます。
調停は、当事者の行為が法律に抵触するか

否かを判定するものではなく、当事者の互譲
で現実的な解決を図ることを基本としており、
調停会議の調停委員が、当事者双方から事情
を聴取し、調停案を作成して、当事者双方に
受諾を勧告します。都道府県労働局長による
助言・指導・勧告と同様、当事者は受諾を強
制されるものではありませんが、当事者双方
が調停案を受諾した場合、その合意は民法上
の和解契約となります（当事者の一方が義務
を履行しなければ債務不履行になります）。
なお、事業主は、パート・有期雇用労働者
や派遣労働者が都道府県労働局長による援助
を求めたことなどを理由として、解雇その他
不利益に取り扱うことは禁止されています。
（パート・有期労働法24条2項、25条2項、派
遣法47条の7第2項、47条の8第2項）。

前回は、紛争解決制度の対象となる、処遇に関する紛争を
確認するとともに、同制度には①都道府県労働局長による助
言・指導・勧告、②公正・中立性の高い調停会議による調停、
の二制度があることをみてきました。今回は、実際の大まか
な流れについて説明することにします。

歩み寄りがなければ
紛争解決打ち切りに

公正な待遇向け
た実効性確保③
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障害への合理的配慮義務違反を否定
配置転換による復職の意思なし
Ｘは平成11年4月、職種限定のない正社員

として電子部品製造大手に入社し、Ａ事業所
で生産技術の開発業務に従事していました。
平成26年5月､ Ｘは趣味のオフロードバイク競
技の練習中に事故で頚髄損傷、頸椎骨折の障
害を負い、年休・欠勤期間を経て、平成26年
10月４日から平成29年2月３日まで休職しまし
た。その間、下肢完全麻痺などの後遺障害は
あるものの、リハビリによって車椅子の自操や
パソコン操作などが可能となったことから会
社に復職の意思を伝えましたが、会社は就業
規則の規定どおり休職期間満了でＸを退職扱
いとしました。
争点となった休職期間満了時点におけるＸ

の復職の可否について、大阪地裁は、最高裁
が片山組事件（平成10・4・９判決労判736号
15頁）で示した判断枠組みに則り、従前の職
務を通常程度に行えるまでに回復したか、あ
るいは配置転換により本人が納得した業務に
就くことができたか、によって評価したものと
考えられます。
Ａ事業所から離れた自宅に戻っていたＸは、
復職の意思を会社に伝える際、在宅勤務を第
一希望とし、Ａ事業所に通勤する場合には、

新幹線と福祉タクシーを利用する交通費の負
担を会社に求めていました。
しかし、大阪地裁は休職期間満了時、従前
同様の１週5日間程度、現実にＡ事業所に出
勤する形態で労務提供できるとは認められな
いとしました。
さらに、障害者雇用促進法において、障害
のある労働者への合理的配慮の提供（法36条
の３）が事業主に義務付けられていることに
関して、Ｘの業務内容や就労に伴う危険性、
後遺障害の程度などを勘案すると、「合理的配
慮指針に例示される程度の事業主に過重な負
担とならない措置をもってしては、Ｘの業務の
遂行は到底困難と解される」とし、この配慮
義務違反を否定しました。
また、配置転換の可否について大阪地裁は、
会社の人事担当者とＸとのやり取りから、Ｘは
従前の業務にこだわり、「休職期間満了時にお
いて、配置される現実的可能性があると認めら
れる他の業務について労務の提供を申出ていた
とは認められない」と認定しています。
今回の判決では、会社の主張が認められる

ことになりましたが、いずれにしても、休職
者の復職可否の判断においては、休職事由が
消滅したか否か、復職可能な業務の選択肢の
検討など、復職に向けたプロセスを大事にし、
休職者との交渉なども丁寧に行うことが肝要
といえます。

休職期間満了での退職扱いは有効
本件は、私傷病による障害で休職した従

業員Ｘが、復職を認めず休職期間満了で退

職扱いとした会社に対して、雇用契約上の

地位確認および賃金支払い等を請求した事

件です。大阪地裁は、Ｘが休職期間満了時

において、従前の業務に復帰するまでには

回復しておらず、また、従前の業務への復

帰に固執して配置転換を希望しなかったと

して、Ｘの請求を棄却しました。

Ｎ 社 事 件
 大 阪 地 方 裁 判 所

（令３・１・２７判決）
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本調査は、2002年から概ね隔年で実施され
ており、今回で10回目（対象企業2,312社、有
効回答144社）。コロナ禍で働く場所や働き方
が見直されるなか、従業員のメンタルヘルス
の現状とコロナ禍の影響などの把握が今回の
テーマになっています。
「心の病」が最も多い年齢層を
企業の人事担当者に聞いたところ、
2010年までは30代が最も多く、次
いで40代、10～ 20代、50代以上と
続いていましたが、2012年からこ
の傾向が大きく変化。30代の「心
の病」が減る一方、40代と10～ 20
代が多くなりはじめ、50代以上を
除いて10～ 20代、30代、40代で年
齢による差がなくなってきていま
した(図表１)。
同研究所によれば、「従来(2010年

まで)の30代に不調者が多い理由
を、仕事の責任は重く、さりとて
管理職にはなれずという“責任と
権限のアンバランス”があるため
と考察してきたが、2012年以降は、
30代ばかりでなく、50代以上を除
くすべての年齢にこのアンバラン
スが広がったと考えられる」とし
ています。
今回、再び30代で不調者が増加してきたこ

とに関して、即断はできないとしながらも、
コロナ禍の中で“責任と権限のアンバランス”
が再び30代に集中してきたのかもしれないと
しています。
また、コロナ禍のメンタルヘルスへの影響に

関して、「悪くなった」「やや悪くなった」と回
答した“悪化した企業”が41.3％と約4割、「変
化なし」「やや良くなった」「良くなった」の“悪
化していない”企業は58.7％と約６割となって
います。ただし、「良くなった」とする回答は
０％となっています(図表２)。

メンタルヘルスへの悪影響の要
因については、「コミュニケーショ
ンの変化」が86.2％と最も多く
なっており、次いで「在宅勤務の
増加」「感染への不安」がともに
56.9％と多くなっています。一方、
悪化していない企業では、「在宅勤
務の増加」が66.7％と最もメンタ
ルヘルスに影響していると考えら
れており、次いで「職場の対人関
係の変化」も52.9％と過半数を超
えています(図表３)。
このようにみてくると、「コミュニ
ケーションの変化」は圧倒的にメン
タルヘルス悪化の要因と考えられて
いるものの、「在宅勤務の増加」や
「職場の対人関係の変化」は必ずし
もメンタルヘルスの悪化要因には
なっていないようです。
対人関係はストレス要因になるこ

とがあり、それが在宅勤務で緩和されていると
みることもできますが、一方で良好な対人関係
はストレス解消の方向にも働きます。どれだけ
コミュニケーションの変化にさらされたとして
もそのベースとなる良好な対人関係が重要であ
ることは論を俟たないと言えるでしょう。

30代の「心の病」が再び増加へ――。（公
財）日本生産性本部メンタル・ヘルス研究
所が企業アンケート調査の結果として公
表したもので、同研究所では、2012年以降、

横ばいだった30代の精神疾患の増加は、コ
ロナ禍での働き方の変化で再度“責任と権
限のアンバランス”の強まりが原因かもし
れないと分析しています。

第10回「メンタルヘルスの取り組み」に関する企業アンケート調査

30
代
に
コ
ロ
ナ
禍
の
影
響

在
宅
勤
務
は
良
悪
両
面
に
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図表１　心の病の最も多い年齢層

図表２　新型コロナウイルス感染症流行による従業員のメンタルヘルスへの影響

図表３　従業員のメンタルヘルスへの影響の要因（ＭＡ）
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別立て賃金も原則的には可能

基本的な事柄として、まず、仮眠時
間が労働時間に該当するか否かという

ことを確認しておきましょう。労働時間では
なく、休憩時間ということになれば、そもそ
も賃金の支払義務が生じないからです。仮眠
時間を巡っては、未払残業代の請求事件など
で争点になることがあります。経営者の感覚
からすれば、仮眠をとっている時間は労働時
間ではなく、休憩時間のように思えるかもし
れませんが、実際には労働時間に該当する
ケースが多いといえます。
労働者が使用者の指揮命令下におかれてい
れば労働時間となるわけですが、最高裁が仮
眠時間の労働時間性について判断を示した判

例があります。この大星ビル管理事件（最一
小判平成14・₂・28判決）は、ビル管理会社
に勤務する警備員の深夜勤務中の仮眠時間の
取扱いに関するものです。警備員は、月に数
回24時間勤務に従事し、連続₇～₉時間の
仮眠時間が与えられていましたが、飲酒や外
出などは禁止され、電話や警報があれば、そ
れらへの応対が求められていました。
最高裁は、仮眠室という場所的な拘束があ

り、一定の事態への対応が義務付けられてお
り、労働者は使用者の指揮監督下から完全に
解放されているとはいえないことから、仮眠
時間は休憩時間などではなく、労働時間であ
ると判示しています。このように裁判例から
推察される考慮要素をみると、仮眠中の業務
対応義務の有無、実際に業務対応を迫られる
頻度、そして仮眠の態様などによって労働時
間性が判断されるものと考えられます。
また、大星ビル管理事件では、仮眠時間の

賃金に関して、「賃金が月給制であること、
不活動仮眠時間における労働密度が必ずし
も高いものではないことなども勘案すれば、
……不活動仮眠時間に対しては泊まり勤務手
当以外には賃金を支給しないものとされてい
たと解釈するのが相当である」として、泊ま
り勤務手当以外の賃金請求を労働者に認めま
せんでした。
労働契約の内容として賃金をどのように決

めるかは、法律に違反しない限り使用者と労
働者の自由な合意によって決定することがで
きると考えられますので、仮眠時間の賃金を
通常の賃金と異なる別立ての賃金とすること
は原則として可能といえるでしょう。
ただし、仮眠時間も労基法上の労働時間で

あると考えられる以上、労基法に基づいて時
間外割増賃金や深夜割増賃金を支払う義務は
あるといえます。

仮眠時間の賃金につい
て、通常賃金とは異な
る設定ができますか

仮眠時間の賃金

Ａ

当社では、顧客からの商品受
注や相談対応のため、コールセ

ンターを設置しています。昼間はかなり
の件数の電話が掛かってきますが、夜間
はそれほどでもないため、夜間勤務の場
合には仮眠時間を設けています。
そこで質問なのですが、夜間の仮眠時
間について通常の賃金とは異なる別立
ての賃金額を設定するなどすると、法律
上、何か問題があるでしょうか。ご教示
願います。

Q

YD_124　 若野一樹　 保険の夢工房ビジネスサポート通信　130 部



常用労働者数に
障害者雇用率を乗じた人数

障害者雇用促進法では、障害者雇用
率制度を定めて、民間企業や国、地方

公共団体などに対して常時雇用している労働
者に一定の障害者雇用率を乗じて得た数以上

の障害者を雇用することを義務づけていま
す。
現在、民間企業における障害者の法定雇用

率は、2.3％（令和３年３月１日から）です
ので、自社で何人の障害者を雇用する必要が
あるかは、次の計算式で求められます。
障害者の雇用義務数＝（常用労働者数＋短

時間労働者数×0.5）×障害者雇用率（2.3％）
常用労働者とは、週所定労働時間が30時間

以上の人、短時間労働者とは、週所定労働時
間が20時間以上30時間未満の人になります
貴社の場合、45人全員が常用労働者である

とすると、雇用する必要のある障害者の数は
45×2.3％＝1.035となり、小数点以下の端数
は切り捨てますので、１人となります。ただ
し、仮に45人のうち5人が短時間労働者の場
合、（40＋5×0.5）×2.3％＝0.9775となり、
障害者の雇用義務はないことになります。
また、貴社の業種は分かりませんが、道路

旅客運送業、医療業、建設業など障害者の就
業が困難と認められる業種については、常用
労働者数から一定率の労働者数を差し引くこ
とができる除外率が適用される場合がありま
すので、ハローワークで相談してみるとよい
でしょう。
なお、障害者を雇用する義務があるにも関

わらず、これを果たさない場合、行政指導を
受けたり、企業名が公表されたりすることが
ありますので、注意する必要があります。

雇用義務のある障害者
数の算定方法について
ご教示ください

障害者雇用

Ａ

当社も事業が多角化し、現在、
従業員数は40人なのですが、年

内には新しい営業所を開設するため5
人増員し、全員で45人となる予定です。
先日、同業他社の社長から会社が一定規
模以上になると、障害者雇用率制度に
よって法的に障害者の雇用が義務づけ
られることになると聞かされました。実
際のところ、障害者の方を何人雇う必要
があるのか、その算定方法についてご教
示ください。

Q

▽ 健 康 経 営

▽

健康経営とは、従業員の健康
維持・増進への取組みを「投資」
と捉え、経営的な視点から戦略

的に実施する経営手法です。
生産年齢人口の減少や高齢

化、労働力不足、医療費の増加
などを背景に日本でも関心が高
まっており、従業員の健康管理
を自己責任とせず、健診の受診
勧奨、過重労働の防止、健康
教育、生活習慣病・メンタルヘ
ルス対策など、会社として従業

員の健康増進に積極的に取り組
んでいこうとする企業が増えつ
つあります。
健康経営に取り組むメリット

としては、労働生産性の向上、
従業員の離職率低下、企業価
値・企業イメージの向上などが
期待できるとされています。
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年金制度改正のポイント
―令和４年４月１日施行―

繰下げ受給の上限年齢引上げと、
繰上げ受給の減額率改正
老齢年金は、年金受給権者による年金受給開

始時期の選択幅が拡大され、繰下げの上限年齢
が従来の70歳から75歳に引き上げられました。
対象者は、①70歳未満の人（昭和27年4月

2日以降生まれ）、②老齢年金の受給権を取得
した日から起算して5年を経過していない人
（受給権発生日が平成29年4月１日以降）、の
いずれかに該当する人です。
また、65歳よりも前に繰り上げて老齢年金
を受給する場合の減額率が改定されました。
繰上げの請求をした月から65歳到達月の前月
までの月数に応じて、従来、年金額は１月当
たり0.5％減額（最大30％減額）されていまし
たが、この減額率が１月当たり0.4％に変更さ
れました。対象者は、令和4年３月31日時点
で、60歳に達していない人（昭和37年4月2
日以降生まれ）です。

在職老齢年金制度の見直し・
在職定時改定制度の導入
65歳未満の在職老齢年金制度について、年

金の全部または一部が支給停止される基準が
緩和されました。
従来、65歳未満の在職老齢年金制度は、総

報酬月額相当額と老齢厚生年金の基本月額の
合計が「28万円」を上回る場合、年金額の全
部または一部が支給停止されてきましたが、
今般の見直しにより、65歳未満も65歳以上と
同様、総報酬月額相当額と老齢厚生年金の基
本月額の合計が「47万円」を超えないときは、
年金額が支給停止されないことになりました。
また、在職中の65歳以上70歳未満の老齢厚
生年金受給者について、在職定時改定制度が

導入され、毎年１回定時に年金額が改定され
ることになりました。従来、65歳以降の被保
険者期間は資格喪失時（退職時・70歳到達時）
にのみ年金額が改定されていましたが、年金
を受給しながら働く人の経済基盤の充実を図
る観点から基準日である毎年９月１日に翌月10
月分の年金から改定することになりました。

加給年金の支給停止規定の 
見直し
厚生年金保険の被保険者期間が20年以上あ

り、65歳到達時点（または定額部分支給開始
年齢に到達した時点）で生計を維持している
配偶者または子がいる場合には、自身の年金
に加給年金が加算されます。
従来、この加給年金は、生計を維持してい

る配偶者に老齢や退職、障害を支給事由とす
る給付を受け取る権利があったとしても、そ
の給付が全額支給停止されている場合には、
加給年金が支給されることになっていました
が、今般の改正により、加給年金の加算対象
となる配偶者が、被保険者期間が20年（中高
齢者等の特例に該当する人を含む）以上ある
老齢、退職を支給事由とする年金の受給権を
有する場合、その支給の有無にかかわらず加
給年金が支給停止されることになりました。
ただし、令和4年３月時点で加給年金の支
給がある人については一定の経過措置が設け
られています。

国民年金手帳から基礎年金番
号通知書への切替え
国民年金制度または被用者年金制度に初め

て加入する人には、年金手帳に代えて「基礎
年金番号通知書」が発行されることになりま
した。
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